
  

 

 

 

 

2019年春闘勝利・安倍 9条改憲阻止へ 

建交労 3.7中央行動を開催 

個人請願書 5,386筆を厚労省へ提出 
建交労 2019年春闘を押し上げるとりくみとして、3月 7日（木）に中央行動を開

催しました。中央行動は、7 日午前中に衆議院第一議員会館で開催された中央決起

集会からスタートしました。全国各地から 253人の仲間が結集して開催した集会は、

角田季代子委員長の主催者あいさつから始まりました。その後、全労連・橋口紀塩

副議長、日本共産党・宮本岳志 衆院議員から激励と連帯のあいさつをうけ、廣瀬

肇書記長が秋闘からのとりくみと行動提起をおこないました。さらに各地の闘いの

報告及び決意表明では、「大阪府本部、全国トラック部会、労災職業病部会、学童保

育部会、事業団・高齢者部会」の代表者が発言しました。最後に相木伸之副委員長

の発声により、参加者全員でシュプレヒコールを唱和し閉会しました。 

午後からは、国民春闘共闘・全労連主催の厚労省前行動への参加。その他に厚生

労働省や国土交通省との交渉、国会議員への要請行動、建設産別対策委員会による

ゼネコン要請（8 日まで）など、終日にわたって業種部会ごとのとりくみがおこな

われました。また、中央女性部は早朝から雨の中、東京駅頭での「菜の花宣伝行動」

（全労連女性部）に参加し奮闘しました。全国の仲間がとりくんだ厚労大臣宛の個

人請願書は 5,386筆集約し、当日厚労省へ提出しました。 

＜3.7中央行動・参加者数及び請願署名数（3月 11日集計）＞ 

 

     2019年 3月 11日   Ｎｏ.7 

全日本建設交運一般労働組合 中央本部 

2019年春闘・月間推進ニュース 

3月7日

北海道 15 13 836 神奈川 50 13 104 大阪 20 19 60 福岡 10 7 377
青森 2 0 山梨 1 0 兵庫 20 17 366 佐賀 2 19
岩手 2 124 新潟 5 4 78 奈良 1 77 長崎 2 127
宮城 2 2 0 富山 3 3 106 和歌山 4 4 74 熊本 4 2 93
秋田 2 1 66 石川 3 67 鳥取 1 0 大分 2 1 19
山形 1 30 福井 2 0 島根 1 1 142 宮崎 2 1 152
福島 5 4 16 長野 7 7 102 岡山 1 1 71 鹿児島 2 2 149
茨城 2 2 53 岐阜 3 1 11 広島 4 2 157 沖縄 2 1 72
栃木 10 0 静岡 10 6 87 山口 1 1 0 中央 10 12
群馬 10 6 84 愛知 20 19 318 徳島 5 3 41 その他 7 51
埼玉 50 15 42 三重 2 1 0 香川 2 1 50 鉄道本部 48
千葉 10 2 18 滋賀 2 1 0 愛媛 3 1 135
東京 160 64 441 京都 20 6 321 高知 2 202 合計 500 253 5,386

目標人数県本部 目標人数 登録人数 厚労署名 県本部 県本部 目標人数 登録人数 厚労署名登録人数 厚労署名 県本部 目標人数 登録人数 厚労署名



19年春闘要求提出 162組織 36.4％ 

各組織で職場のとりくみ状況を点検・フォローしよう 

地本名 交渉単位数 要求提出数 要求提出率（％） 要求額（円） 回答数 回答額（円） 前年比（円） 妥結数 妥結額（円） 前年比（円）

JR 8 7 87.5 36,000 0 0

北海道 20 0 0.0 0 0

青森 4 0 0.0 0 0

岩手 3 0 0.0 0 0

宮城 0 0 0 0

秋田 5 0 0.0 0 0

山形 1 0 0.0 0 0

福島 2 1 50.0 12,000 1 1,200 -1,790 0

茨城 3 0 0.0 0 0

栃木 5 0 0.0 0 0

群馬 4 0 0.0 0 0

埼玉 17 0 0.0 0 0

千葉 1 0 0.0 0 0

東京 34 15 44.1 22,600 2 1,551 257 0

神奈川 18 12 66.7 43,750 0 0

新潟 4 0 0.0 0 0

富山 2 0 0.0 0 0

石川 0 0 0 0

福井 0 0 0 0

山梨 1 0 0.0 0 0

長野 1 0 0.0 0 0

岐阜 4 0 0.0 0 0

静岡 13 9 69.2 35,644 1 7,723 4,111 0

愛知 72 9 12.5 29,667 4 1,600 -4,593 0

三重 4 0 0.0 0 0

滋賀 7 6 85.7 40,000 0 0

京都 30 13 43.3 16,615 0 0

大阪 47 20 42.6 35,750 0 0

兵庫 63 46 73.0 40,326 3 2,139 1,068 1 5,116 3,541

奈良 1 0 0.0 0 0

和歌山 13 0 0.0 0 0

鳥取 2 0 0.0 0 0

島根 0 0 0 0

岡山 0 0 0 0

広島 5 0 0.0 0 0

山口 0 0 0 0

徳島 8 7 87.5 31,857 0 0

香川 0 0 0 0

愛媛 0 0 0 0

高知 1 0 0.0 0 0

福岡 19 16 84.2 30,344 3 220 -1,747 0

佐賀 2 0 0.0 0 0

長崎 1 1 100.0 20,000 0 0

熊本 8 0 0.0 0 0

大分 3 0 0.0 0 0

宮崎 0 0 0 0

鹿児島 3 0 0.0 0 0

沖縄 6 0 0.0 0 0

全国平均 445 162 36.4 33,767 14 1,822 -949 1 5,116 2,084

2019年賃上げ回答状況（県別）　2019年3月11日現在



神奈川・交運共闘で車両パレード実施 

2019年春闘で大幅賃上げをアピール！ 
３月３日（日）に神奈川交運共闘が主催

する自動車パレードに建交労、自交総

連、横浜港湾労組、検数労連、全国税な

ど８０人の仲間とタンクローリー、ダン

プ、海コンヘッド、タクシー、乗用車、

宣伝カーなど４５台の車両が午前１０時

に横浜の山下埠頭に集結しました。当日

は冷たい雨が降り続きましたが、昨年の

自動車パレード参加者「６０人・車両４

０台」を上まわり、交運共闘に結集する

各組織の今春闘に向けた意気込みを感じ

させるものでした。建交労神奈川県本部

からも１８人の仲間とダンプカー５台、タンクローリー１台、乗用車２台が結集

し山下ふ頭を出発するパレードの隊列でパレードの成功に貢献しました。 

3月 13～14日は国民大行動 

ストライキ・職場集会・宣伝行動をとりくもう！ 
全労連・国民春闘共闘は、春闘を押し上げる「国民大行動」を 3 月 13 日（水）

～14 日（木）に設定しています。建交労では行動提起を積極的に受け止め、各地

でおこなわれる集会や街頭・駅頭での宣伝行動に積極的に参加するようにしま

す。特に 13 日の第 3 次回答指定日の翌 14 日には各職場でのストライキの実施を

呼びかけます。とりくみをおこなう組織・職場は必ず中央本部へ事前・事後の報

告をして下さい。さらにストライキを実施しない場合でも、モデル案を活用して

職場集会を開催するなど（昼休みなどの短時間でも）、全組合員の決起を促してく

ださい。その他、安倍政権が推進する「9 条改憲阻止」（首相官邸宛）、「労働法制

改悪阻止、全国一律最賃 1,000 円」（厚労大臣宛）などの抗議・要請文書を FAX

を送付してください。（別紙） 

 また、各県では別紙の報告書に所属支部・分会の取り組み内容を記載し、3 月末

までに中央本部へ送ってください。 

交運共闘の仲間と共に 45 台が参加して車

両パレードを実施しました。（横浜市） 
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建交労本部発第２０１８－０６０号 

２０１９年 ２月２８日 

 

建交労各都道府県本部委員長 殿 

 

全日本建設交運一般労働組合 

中央執行委員長 角田 季代子 

 

「３月１３日―１４日国民大行動」 

とりくみと報告について 
 

 ２０１９春闘に向けた奮闘に敬意を表します。 

 ２月１４日にいっせい要求提出日を経て、３月から団交及び回答引き出しの

とりくみが集中します。各地（県・地方労連および春闘共闘）では国民春闘を

位置づけて、世論を喚起する為の様々な行動やストライキなどがとりくまれま

す。つきましては３月１３日（水）と１４日（木）にとりくみの設定や参加し

た行動等について報告を求めますので、ご協力ください。 

 

１．報告用紙 別紙に記入してください。 

  とりくみの模様を伝える写真などもデータで送ってください。 

  締切日を待たずにどんどん送ってください。 

２. 職場決議の数及び首相・厚労大臣宛抗議文書（別紙案を活用） 

３．報告の送付先 

  ＦＡＸ ０３－３３６０－８３８９ 

  Ｅメール ｈｉｒｏｓｅ＠ｋｅｎｋｏｕｒｏｕ．ｏｒ．ｊｐ 

★報告締切日 ２０１９年 ４月１日（月）まで 

 

以  上 



県本部もしくは支部名 報告者 月　　　日

3月13日 3月14日

行動内容に〇をしてください。複数可

1ストライキ　団体交渉　決起集会　宣伝行動　組織オルグ　

職場激励　経営訪問　業界団体懇談　労働相談　健康相談　

税金相談　学習会　腕章・ﾜｯﾍﾟﾝ着用　重税反対統一行動　

パレード　　その他（　　　　　　　　　　　　　　）

2行動への参加人数(　　　　　)

3職場決議の数（　　　　）

4首相官邸宛の数（　　　　）　　厚労大臣宛の数(　　　　)　　

実施日に〇をしてください
（両日予定している組織は
実施日ごとに提出して下さ
い）

3.14-15国民大行動の取り組み報告用紙



3・14職場集会決議（モデル案） 

 本日、私たちは大幅賃上げなどを求めて、3・14全国統一行動に決起しました。 

 経営側は、毎年のように先行き不安を口実に賃金抑制姿勢を強めていますが、すべ

ての働く仲間の大幅賃上げ・底上げは待ったなしの課題です。アベノミクスの支援を

得た大企業は史上空前の利益を上げ、株主への配当を急速に増やし、内部留保を莫大

に積み増しています。一方で、非正規雇用と高齢者雇用が増加するなど、低賃金・不

安定雇用の下で、国民の格差と貧困は大きく広がる一方です。その結果、個人消費が

大幅に低迷し、中小企業の経営危機を招き、人口減少と地域経済・日本経済を停滞さ

せ、景気悪化を導いています。 

労働者・国民の所得を引き上げ、内需拡大を基本として、日本経済を改善の道に導

くことが求められています。大幅賃上げと、安心して働き続けられる労働条件の実現

を求めて、ねばり強く春闘をたたかいましょう。地域に足を踏み出し、最低賃金の引

き上げ、中小企業支援の強化など、地域の活性化を求める共同を広げましょう。 

 安倍政権は、昨年の通常国会で「働き方改革一括法」を強行し、財界・大企業の意

向に沿って「裁量労働制の拡大」や首切り自由化を推進しようとしています。また昨

年の臨時国会では入管難民法の改正をゴリ押しして、安易に外国人労働者の受け入れ

を拡大し、各産業・業種で深刻になっている人手不足・担い手不足の解消に背を向け

ています。各職場で非正規労働者の格差是正と共に外国人労働者に対する「いじめ・

無権利・差別」をなくす運動にとりくみましょう。 

 19春闘では、平和とくらしの課題も問われています。９条改憲を阻止し、戦争する

国づくりにまい進する安倍「暴走」政治をストップさせましょう。 

 今こそ労働組合の役割を発揮するためにすべての組合員の力を寄せ合い、大幅賃上

げ、労働法制改悪反対、そして憲法改悪反対の４大課題を軸に、成果を実感できるま

であきらめずにたたかい抜く、2019年国民春闘にしていきましょう。 

 よって、以下の 4点を決議し、首相官邸や関係機関に送付します。 

1. すべての働く人に人間らしいくらしを保障するため、最低賃金を今すぐ 1,000

円以上に引き上げ、さらに全国一律最低賃金制を実現すること 

2. 裁量労働制の拡大及び金銭解雇自由化反対、高度プロフェッショナル制度廃止 

3. 憲法 9条改悪阻止、安保法制廃止、戦争する国づくりはストップすること 

4. 消費税増税及びインボイス導入反対・社会保障の充実 

2019年 3月  日 

○○○○労働組合・○○職場集会 



2019年 3月  日 

内閣総理大臣 安倍 晋三 様 

FAX  03-3581-3883（首相官邸） 

                  （          ） 

 本日、私たちは、すべての労働者の賃金大幅賃上げ・底上げを実現

するため、19春闘勝利にむけた職場集会を開催しました。 

 職場集会において以下の事項について、政府に対しその実施を求

める決議をおこないました。誠意あるご対応をお願いします。 

 

1. すべての働く人に人間らしい暮らしを保障にするため、最低賃金

を今すぐ 1,000 円以上に引き上げ、さらに全国一律最賃制を実現

すること 

2. 裁量労働制の拡大や金銭解雇自由化の企てを改め、高度プロフェ

ッショナル制度を廃止するなど、労働者保護制度を拡充すること 

3. 毎月勤労統計データ偽装の真相を明らかにし、再発防止と共に労

働者の実質賃金の引き上げを導く施策を講じること 

4. 憲法をまもり、戦争する国づくりはすみやかに中止すること 

以 上  



2019年 3月  日 

厚生労働大臣 根本 匠 様 

（厚労省宛 FAX03-3595-2392） 

 

                  （          ） 

 本日、私たちは、すべての労働者の賃金大幅賃上げ・底上げを実現

するため、19春闘勝利にむけた職場集会を開催しました。 

 職場集会において以下の事項について、政府に対しその実施を求

める決議をおこないました。誠意あるご対応をお願いします。 

 

1.すべての働く人に人間らしい暮らしを保障すするため、最低賃金

を今すぐ 1,000 円以上に引き上げ、さらに全国一律最賃制を実現

すること 

2.裁量労働制の拡大や金銭解雇自由化の企てを改め、高度プロフェ

ッショナル制度を廃止するなど、労働者保護制度を拡充すること 

 

3. 毎月勤労統計データ偽装の真相を明らかにし、再発防止と共に

労働者の実質賃金の引き上げを導く施策を講じること 

 

 以 上 


